
（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

86% 68% 28%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

平成三十二年東京オリンピック競技大会・東京パラリン
ピック競技大会特別措置法（平成27年法律第33号）

主要政策・施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

576

‐

実施方法

平成29年度

％

東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進本部経費 担当部局庁 内閣官房副長官補 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
東京オリンピック競技大会・東京パラ
リンピック競技大会推進本部事務局

内閣参事官　吉田英一郎

事業名

会計区分

2年度

250

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

その他の事項経費

▲ 250

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部の運営及び大会成功に向けた取組の推進・総合調整等を行う。
また、日本全国で大会の成功に向けた機運を高めるため、ホストタウンや「beyond2020プログラム」の全国展開を推進するとともに、オリパラ基本方針の推進
に関する調査等の取組を行う。

1,999 1,892

576

- -

▲ 1,997 -

-

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

593

1,997250

496

-

平成28年度
事業終了

（予定）年度 令和3年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会が、世界中の多くの人々が夢と希望を分かち合える歴史に残る大会とするとともに、次世代に
誇れるレガシーを創出するため、大会に向けた準備及び運営に関する施策の重点的・計画的な推進を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） -

令和2年度行政事業レビューシート 内閣官房

執行額

576 576 845 4,333 1,120

563 729

執行率（％） 86% 98% 86%

-

-

-

2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大
会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための基本方
針（平成27年11月27日閣議決定）

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

444 1,120

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

2020年東京オリパラ

2年度当初予算

195

98

63

38職員旅費

非常勤職員手当

その他

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新型コロナウイルス対策関連要望額」806

　2021年に延期となった東京大会の成功に向けて、大会開催年度とな
る令和3年度においては、大会の準備及び運営に万全を期すほか、ホ
ストタウンや大会後のレガシーの発信を見据えた調査経費として必要な
経費を増要求。

3年度要求

134

49

35

事業番号 0026

34

16

444 1,120

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

重要政策基礎調査委託費

庁費

諸謝金

806

74

22



-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

-

-

-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

- -

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

-

年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

定性的な成果目標と平成29～令和元年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

達成度

件

活動指標

計算式 　　/

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- -

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

4,219 10,201 15,946

- - -

平成29年度

-

平成29年度 30年度 令和元年度

- - -

活動実績

令和元年度

- -

-

活動実績 件

当初見込み -

231 310 423

30年度

30年度 令和元年度

4,123 5,982 5,745

日本文化の魅力を発信するとともに、2020年以降を見据
えたレガシー創出のための文化プログラム「beyond2020
プログラム」の認証件数（累計登録件数）

単位

オリパラ基本方針推進調査
における好事例創出のため
の調査実施件数

-目標値

34 40

- -

実績

活動指標

-

定量的な目標が設定できない理由

-

代替目標

-

件

％

日本文化の魅力を発信するとともに、2020年以降を見据
えたレガシー創出のための文化プログラム「beyond2020
プログラム」の認証件数（年度別登録件数）

-

-

2年度活動見込

- -

代替指標
中間目標

-

当事務局の所掌事務は、オリパラ特措法上、「基本方針の実施の
推進」、「大会の円滑な準備及び運営に関する施策で重要なもの
の企画及び立案並びに総合調整に関すること。」であり、事務局予
算に基づき直接的に定量的な目標を設定することはなじまない。

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

単位

／

単位当たり
コスト

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

オリパラ基本方針推進のた
め調査を実施することで、
先進的な好事例を創出・普
及させ、全国的な機運醸成
やレガシーの創出を目指
す。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

73

単位

- - -

-
平成29年度 30年度 令和元年度

大会の円滑な準備及び運営に関する施策を着実に進めるとともに、全国的な
機運醸成やレガシーの創出に関する取組を実施することで、大会の成功へつ
なげる。オリパラ基本方針に基づく関連施策とその進捗状況について、これま
でに6回（平成28年1月・10月、平成29年5月、平成30年5月、令和元年6月、令
和2年6月）公表している。

- -

-

-

ホストタウン（共生社会ホストタウン、復興「ありがとう」ホ
ストタウンを含む）件数

活動実績 件

当初見込み -

-

30年度

-

目標最終年度

年度

平成29年度

-

平成29年度

令和元年度



ホストタウンの推進調査に当たり、調査先の自治体内部での
意思決定や相手国・地域に係る調査に相当の日数を要する
等の事情によるものである、繰越理由は妥当である。

事業番号 事業名所管府省名

○

再委託に係る業務については、「公共調達の適正化につい
て」に基づき審査を行い、適正かつ合理的なものとなってい
る。

オリパラ特措法上、オリパラ推進本部の役割として、基本方針
の実施の推進、大会の円滑な準備及び運営に関する施策で
重要なものの企画及び立案並びに総合調整を行うこととされ
ている。そのため、基本方針を着実に実施することは地方自
治体や民間等に委ねることができず、当事務局にて行う必要
がある。

○

評　価項　　目

オリパラ特措法における大会の円滑な準備及び運営に関す
る施策で重要なものの企画及び立案並びに総合調整に関す
る取組であり、オリパラに向けた準備を着実に進めるという
ニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き、当該事業の必要性を精査するとともに、契約における競争性の確保や早期の契約締結の促進などにより、予算の効率的な執行に努め
る。

国費投入の必要性、事業の効率性及び事業の有効性のいずれの観点からも、効果的・効率的に実施している。

‐

‐

webサイトに掲載するなど、情報提供を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

東京大会に関する施策の重点的・計画的な推進のために必
要な調査等であり、他の手段・方法等は考えれられない。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定にあたっては、一般競争入札等を適正に実施し
ている。
なお、一部一者応札となった案件があったが、適正な一般競
争入札を実施しており、競争性を妨げているものでなく、結果
として一者応札となったものである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

オリパラ特措法に基づき、大会の成功に向けて政府の取組を
企画・総合調整するための経費であるとともに、全国的な機運
醸成に向けた取組であり、国が実施すべき業務として必要か
つ適切な取り組みである。また、オールジャパンで大会を支援
する観点から、優先度が高い取組である。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

取組の必要性を精査して要求するとともに、コスト削減に努め
て執行している。

大会準備に関する進捗状況の設定であり、妥当である。

○

東京大会に関する施策の重点的・計画的な推進のため、実施
する調査等は基本方針の実施に不可欠であり、内閣官房とし
て実施する必要がある分野に限るなど、真に必要な調査等に
限定している。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

大会状況に関する進捗状況の設定であり、妥当である。

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



( )

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、引き続き予算の効率的執行に努めるとともに、改めて取組内容を精査し概算要求を行う。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努めることとし、効率的に執行した実績を概算要求に反映させること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成31年度 内閣官房 0027

平成30年度 0017

平成29年度 0019

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 新28-0001

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度



※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

内閣官房

７２９百万円

B. 独立行政法人日本貿易振興機構

１５４百万円
I. 民間企業等（４者）

１３６百万円

【一般競争契約（総合評価）等】

文化に関する試行プロジェクトの実施

【再委託】

A. 民間企業（６者）

３６３百万円

【一般競争契約（総合評価）】

ホストタウンの推進に関する調査の実施

C. マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン

２８百万円

【一般競争契約（総合評価）】

大会のレガシーに関する事前調査の実施

D. 株式会社スポーツITソリューション

１７百万円

【一般競争契約（総合評価）】

健康面等のレガシー創出に係る成果・課題等調査の実施

G. 民間企業（１５２者）

３２百万円

【少額随契等】

H. 個人等（７５者）

１１３百万円

その他（会議費、印刷製本費等）

賃金、旅費等
※ 四捨五入の関係で、合計（内閣官房）は

必ずしも一致しない。

E. 民間企業（２者）

１７百万円

【一般競争契約（最低価格）】

beyond2020プログラムの推進

F. 東武トップツアーズ株式会社 東京国際事業部

４百万円

【一般競争契約（最低価格）】

ホストタウン自治体関係者会合等の運営



135.8

A. 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所

その他 一般管理費等

イベント開催会場使用料等 1.7

人件費

講師、ボランティア等 0.2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す

印刷製本費 ポスター印刷等 2

スタッフ

謝金

補助人件費 調査に係る補助人件費 6.1 諸謝金 審査員への謝金

借料及び損料

消耗品費 事務用品等 0.9

1.8

9.2

金　額
(百万円）

外注費 イベント運営等

試行プロジェクト実施事業者への再委託経
費（４事業者）

41.2 人件費

使　途

旅費

調査に係る人件費 36.7 補助員人件費 4.4

11.9

その他 一般管理費等

B. 独立行政法人日本貿易振興機構
金　額

(百万円）

80.1

プロジェクトマネージメント、全体とりまとめ等

0.3

費　目 使　途

14.9

計 188.3 計 154.4

人件費 調査に係る人件費 21.5 人件費 調査に係る人件費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

再委託費職員等

費　目

C. マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッ
ド・ジャパン

D. 株式会社スポーツITソリューション

費　目 使　途

4.7 外注費 会議運営等

事業費 海外調査等に係る経費 6.7 外注費 会議運営等 4.8

補助員人件費 スタッフ 1.8

旅費 職員の旅費 1.1

計 28.2 計 16.9



☑チェック

について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 スタッフ 13 外注費 会場設営等 1.8

通信費 一般管理費 0.4

謝金 進行ディレクター等 0.4

その他 一般管理費等 1.6 人件費 運営スタッフ等 0.4

その他

使　途

計

費　目 使　途

その他 記事データ出力料金等 2.3

計 14.9

67.9

E. 株式会社オーエムシー F. 東武トップツアーズ株式会社 東京国際事業部

費　目

固定電話等 0.3

人件費 職員等給与

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

4.1

金　額
(百万円）

G. 株式会社エレクトロニック・ライブラリー H. 資金前渡官吏

費　目 使　途
金　額

(百万円）

借料及び損料 会場借り上げ等

計 2.3 計 67.9

1.1



支出先上位１０者リスト

A.

B

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

東武トップツアーズ株
式会社 東京国際事
業部

東武トップツアーズ株
式会社 東京国際事
業部

東武トップツアーズ株
式会社 東京国際事
業部

株式会社ポール

株式会社時事通信社

株式会社読売旅行

株式会社ジャパンデ
ザイン

9

1 -

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

11

5 1 -

1 -

4

8

7

6

1

10

-

1010001143390

1010001143390

4013201004021

4013201004021

4013201004021

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

1011101032814

7010001018703

2

3

2 -

法　人　番　号

1010001143390

1010001143390 94.8

1 -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

1010001060090

8011001111827

オリパラ基本推進調査（未
登録国・地域等の登録促
進・取組の質の向上）

オリパラ基本方針推進調査
（復興ありがとうホストタウン
（希望する自治体含む。）に
おける現地での情報発信・
パラアスリートとの交流）

オリパラ基本推進調査（大
洋州島しょ国を相手国とす
るホストタウンの横連携）

オリパラ基本推進調査（中
央アジア諸国を相手とした
ホストタウンの横連携）

オリパラ基本方針推進調査
（アフリカ諸国を相手国とす
るホストタウンの横連携）

オリパラ基本方針推進調査
（インフルエンサー等を活用
した国内外への情報発信及
びホストタウン等による連
携・情報共有に係る調査）

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

2

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

独立行政法人日本貿
易振興機構

2010405003693
オリパラ基本方針の推進に
あたり、試行プロジェクトの
実施

154.4
一般競争契約
（総合評価）

1
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

54.1

24.7

14.7

27.7

25.8

21.3

17.2
一般競争契約
（総合評価）

- -

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

19.8

-

1 -

一般競争契約
（総合評価）

42.8

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

-

1 -

1

1

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

一般競争入札（総合評価方式）
で公募を行い、入札があったも
のの不落となったため随意契約
を行ったもの

落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

随意契約
（その他）

オリパラ基本方針推進調査
（ホストタウン連携交流促進
事業のうち「海外におけるホ
ストタウン推進調査」）

オリパラ基本推推進調査
（中南米ホストタウン交流・
連携推進調査）

オリパラ基本推進調査（全
国ホストタウン交流活動調
査）

オリパラ基本推進調査（登
録自治体の連携促進・取組
の共有）

オリパラ基本推進調査（農
業高校等とホストタウンの
連携）

20.4



C

D

E

F

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社オーエム
シー

9011101039249
「beyond2020プログラム」認
証手続き・とりまとめ検討業
務

14.9
一般競争契約
（最低価格）

1 -
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

株式会社スポーツIT
ソリューション

2010401090026
健康面等のレガシー創出に
係る成果・課題等調査の実
施

16.9
一般競争契約
（総合評価）

1 -
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
マッキンゼー・アンド・
カンパニー・インコー
ポレイテッド・ジャパン

2700150006311
大会のレガシーに関する事
前調査の実施

28.2
一般競争契約
（総合評価）

6 -
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2 西浦特許事務所 -
「beyond2020プログラム」ロ
ゴマークに関する国外商標
登録等業務

2
一般競争契約
（最低価格）

1 -
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東武トップツアーズ株
式会社 東京国際事
業部

4013201004021
ホストタウン自治体関係者
会合等の運営

4.1
一般競争契約
（最低価格）

2 -
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている



G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

個人E -
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

0.6 - - -

個人F -
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

0.5 - - -

東武トップツアーズ
（株）東京国際事業部

4013201004021
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

7.9 - - -

個人A -
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

1.4 - - -

個人D -
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

0.7 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

資金前渡官吏 - 職員等給与 67.9 - - -

MK2 SONIC
SERVICOS LTDA

- 通訳業務 0.9
随意契約
（少額）

- - -

株式会社サイマル・イ
ンターナショナル

6010001109206 通訳業務 1.3
随意契約
（少額）

- - -

光誠電気工業株式会
社

3010501004140 電話工事 1.1
随意契約
（少額）

- - -

東京都個人タクシー
協同組合

6011205000092 自動車借料 1.1
随意契約
（公募）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社会議録研究
所

6011101004370 録音翻訳業務 2
一般競争契約
（最低価格）

2 -
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

株式会社フォーラム
ジャパン

3010001028169 通訳業務 1.9
随意契約
（少額）

- - -

- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

3

4

1

2

株式会社エレクトロ
ニック・ライブラリー

3010701001805
新聞クリッピングサービスの
利用

2.3
随意契約
（公募）

- - -

7

8

5

6

東京四社営業委員会 1010001129530 自動車借料 1.5
随意契約
（公募）

- - -

株式会社ドゥ・クリ
エーション

8010001130622
ツーリズムEXPOジャパンへ
の出展にかかる運営支援
業務等

2
一般競争契約
（最低価格）

3 -
落札率については、予定価格が
類推される恐れがあることから
非公表としている

9

10

株式会社中西元男事
務所

9011001019227
「ホストタウン」登録証等の
デザインの作成業務

1
随意契約
（少額）

- - -

1

4

5

2

3

株式会社霞が関トラ
ベル

6010001013886
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

25.4 - - -

8

9

6

7

個人C -
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

1 - - -

個人B -
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

1 - - -

10 個人G -
東京2020大会に向けた準
備にかかる出張旅費

0.5 - - -



計 50 計 0

その他 一般管理費等 1.9

会場設営等 32

借料及び損料 会場運用関連費等 16.1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I. 一般社団法人天王洲・キャナルサイド活性化協会 J.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外注費



I

4
一般社団法人東北経
済連合会

7370005000043
文化に関する試行プロジェ
クト経費（再委託）

9.5 その他 - - -

一般社団法人天王
洲・キャナルサイド活
性化協会

8010705002241
文化に関する試行プロジェ
クト経費（再委託）

50 その他 - - -

凸版印刷株式会社 7010501016231
文化に関する試行プロジェ
クト経費（再委託）

40 その他 - - -

株式会社レッツエン
ジョイ東京

5010001203686
文化に関する試行プロジェ
クト経費（再委託）

36.3 その他 - - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）
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